
グランドデザイン答申以降の変化

「
わ
が
国
の
知
の
総
和
の
維
持
、
も
し

く
は
増
加
を
前
提
に
、
政
策
に
直
結
す

る
現
実
的
な
議
論
を
」と
呼
び
か
け
た
。

「
国
公
立
大
学
の
学
費
を
年
間
１
５
０

万
円
程
度
に
」（
第
４
回
、
伊
藤
公
平

委
員
、
慶
應
義
塾
長
）
と
の
発
言
を
は

じ
め
、
大
学
経
営
に
つ
い
て
の
生
々
し

く
切
実
な
議
論
が
行
わ
れ
た
の
が
一
連

の
審
議
の
特
徴
だ
。

　地
方
大
学
の
必
要
性
や
自
治
体
と
の

関
係
に
つ
い
て
の
議
論
に
も
時
間
が
割

か
れ
た
。「
自
治
体
に
は
国
・
私
立
大

学
に
関
す
る
部
署
や
予
算
が
な
い
。
大

学
へ
の
支
援
や
、
事
業
へ
の
共
同
申
請

の
し
く
み
が
あ
れ
ば
」（
第
３
回
、
大

森
昭
生
副
部
会
長
、
共
愛
学
園
前
橋
国

際
大
学
・
短
期
大
学
部
学
長
）、「
国
公

私
立
大
学
と
自
治
体
が
一
体
と
な
っ
て

地
域
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
を
検
討
す

べ
き
」（
第
５
回
、
中
村
和
彦
委
員
、

山
梨
大
学
学
長
）
等
の
意
見
が
出
た
。

第
12
回
に
、進
学
者
数
の
新
推
計
が
出

る
と
、
部
会
の
空
気
が
一
変
。
大
学
、

地
域
の
危
機
感
の
欠
如
、
各
地
域
に
大

学
を
残
す
方
策
が
活
発
に
語
ら
れ
た
。

　２
０
２
５
年
１
月
の
第
15
回
、
最
後

の
審
議
で
は
永
田
部
会
長
か
ら
「
よ
い

答
申
案
を
ま
と
め
ら
れ
た
が
、
こ
の
結

論
は
『
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
』
答
申
で

出
し
た
か
っ
た
。
時
期
が
早
す
ぎ
た
の

か
、
今
議
論
と
な
っ
た
。
若
干
じ
く
じ

た
る
も
の
が
あ
る
」
と
の
言
葉
で
締
め

く
く
ら
れ
、２
月
に
答
申
が
出
さ
れ
た
。

　「知
の
総
和
答
申
」
は
、
２
０
４
０

年
に
今
の
約
７
割
に
な
る
で
あ
ろ
う
大

学
進
学
者
数
を
前
提
に
、
大
学
の
規
模

の
適
正
化
、す
な
わ
ち
定
員
減
や
再
編
・

統
合
に
踏
み
込
ん
だ
。
土
台
は
２
０
１

８
年
の「
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
答
申
」。

当
時
、
少
子
化
の
影
響
が
議
題
に
挙
が

る
も
深
掘
り
は
さ
れ
ず
、
２
０
４
０
年

に
向
け
た
教
育
改
革
案
が
ま
と
め
ら
れ

た
【
図
表
１
】。「
学
修
者
本
位
の
教
育

へ
の
転
換
」
を
求
め
、
後
の
教
学
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
指
針
の
策
定
、
大
学
設
置
基

準
の
改
正
な
ど
に
つ
な
が
る
。
３
つ
の

ポ
リ
シ
ー
の
徹
底
や
、
学
部
等
連
係
課

程
制
度
の
よ
う
な
柔
軟
な
教
育
制
度
の

設
置
も
こ
の
答
申
を
機
に
す
る
。

　そ
の
後
、
想
定
以
上
の
少
子
化
の
進

行
や
、
東
京
一
極
集
中
、
進
学
率
の
地

域
間
格
差
な
ど
が
深
刻
化
し
た
た
め
、

文
科
省
は
２
０
２
３
年
10
月
、
中
央
教

育
審
議
会
大
学
分
科
会
に
「
高
等
教
育

の
在
り
方
に
関
す
る
特
別
部
会
」
を
設

置
。
そ
こ
で
は
、２
０
４
０
年
〝
以
降
〞

に
向
け
た
審
議
が
行
わ
れ
た
。

　第
１
回
の
審
議
で
は
、
教
育
だ
け
で

は
な
く
、「
質
」「
規
模
」「
ア
ク
セ
ス（
地

理
的
・
社
会
経
済
的
高
等
教
育
の
機
会

均
等
）」
を
、
ど
ん
な
バ
ラ
ン
ス
で
並

立
さ
せ
る
か
を
話
し
合
う
べ
き
と
の
提

案
が
な
さ
れ
た
。永
田
恭
介
部
会
長
は
、

文／児山雄介
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「
教
育
」中
心
の
答
申
か
ら

「
定
員
」中
心
の
答
申
へ

「知の総和答申」を読み解く

＊１ 文部科学省中央教育審議会「我が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）」P.3（2025年）
＊２ 文部科学省中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」P.35（2018年）

【図表1】グランドデザイン答申をふまえた主な制度改正とその進捗、その後の変化

＊文部科学省「知の総和答申」、同関係資料集、関係データ集、その他文部科学省公開資料よりBetween編集部にてまとめ

教育研究体制
－多様性と
柔軟性の確保－

教育の質の保証
と情報公表
ー「学び」の
質保証の再構築ー

18歳人口減少を
踏まえた高等教育
機関の規模や
地域配置
ーあらゆる世代が
学ぶ「知の基盤」ー

高等教育を
支える投資
ーコストの可視化と
あらゆるセクターから
の支援の拡充ー

１．急速な少子化の進行
２．生産年齢人口の減少に伴う労働供給の不足
３．DX・GX等の進展に伴う人材需要の変化
４．地方創生の現状

１．初等中等教育段階の学びの変化
２．進学率における地域間や男女間の格差
３．学修時間に関する課題
４．国際的な学生等の流動性の拡大と留学生獲得競争の激化
５．リカレント教育・リスキリングの必要性の高まり

学校法人等の設立のための寄附金の全額を指定寄付の対象に

章 項目 法令改正など 進捗、成果など

リカレント教育の推進

留学生交流の推進・大学
の国際展開の推進

教員が不断に多様な
教育研究活動を充実できる
環境や仕組みの整備

文理横断、
学修の幅を広げる教育、
多様で柔軟な
教育プログラムの充実

「強み」を活かす
連携・統合の仕組みの
整備

学外理事の登用
各機関の「強み」「特色」を
明確化
設置基準の見直し

認証評価制度の充実

教学マネジメントの確立等

社会人・留学生を含めた
多様性のあるキャンパスの
実現
2040年を見据え、規模、
分野等の在り方の見直し

国公私を通じた連携で
「知の基盤」を構築

民間からの投資や支援

学生支援

▶外国人留学生数は336,708人（2024）

▶JDプログラム数は2018：15件→2023：27件

▶教員等採用で社会人の積極的採用2018：12.5%→2022年15.4%

▶基幹教員制度導入の大学割合は2022年時点で4.9%

▶14大学で開設（2025）
▶国内大学との単位互換制度実施大学数は2018：627校→2022：642校

実務家教員の参画促進のための法令改正

「学部等連係課程制度」の創設
「単位互換制度の運用に係る基本的な考え方について」通知
「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策に
ついて」審議まとめ
「教育課程等に係る特例制度」の導入
国立大学の一法人複数大学制度の導入
「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」策定
「大学等連携推進法人」の認定制度を創設
理事に学外者を２人以上含むよう国立大学法人法改正
大学設置基準を改正し３Pに基づく教育課程の編成等や
不断の見直しを行う旨を規定上明確に
学修者本位の大学教育の実現に向けて大学設置基準等改正
不適合大学等に報告または資料提出を求めるなどの
認証評価制度の改善

ユネスコ東京規約及び世界規約に基づき高等教育資格
承認情報センター設置

「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について
（審議まとめ）」で認証評価制度改善の方向性まとめ
教学マネジメント指針を策定
全国学生調査（試行実施）
履修証明制度の最低時間数の短縮（120時間→60時間）、
履修証明プログラムに係る単位授与・修業年限の通算、学
修証明書の交付等ができるよう法令改正

国立大学改革方針を策定

国際性向上のため国際教育連携課程制度
（ジョイントディグリー：JD）を見直す法令改正

専任教員制度を学位プログラムに係る責任性を明確化した
「基幹教員」制度に改める法令改正

「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」策定
「大学等連携推進法人」の認定制度を創設
国立大学法人、公立大学法人及び独立行政法人国立高等
専門学校機構への個人寄附の税額控除対象事業の拡大

国立大学法人が債券発行できる対象に
「先端的な教育研究」追加

高等教育の修学支援新制度開始

６．障害のある学生の増加
７．我が国の研究力の低下
８．高等教育のデジタル化の進展
９．高等教育機関と地方公共団体との連携

▶住民税非課税世帯の進学率：51%（2020推計）→69%（2023実績）
▶学校法人への寄附額：1,041億円（2020）→996億円（2023）

▶債券発行例：東京大学Utokyo Compass債（累計410億円）、
大阪大学生きがいを育む社会創造債（300億円）、筑波大学社会
的価値創造債（200億円）、東北大学みらい創造債（100億円）

▶国立大学法人への寄附額：1,088億円（2020）→1,126億円
（2022）／公立大学法人：90億円（2020）→105億円（2022）

▶３Pに基づく教育の成果を点検・評価するための、学位を与える
課程共通の考え方や尺度を策定している大学：74％（2022）

▶273団体（2024）
▶10法人（2024）

▶4回の試行実施を経て、2025年度以降は本格実施
▶全学的な方針による組織的な教育の展開をしている大学：約60%（2022）

▶大阪教育大学×札幌大学（教育課程等）で認定（2025）
▶3法人（2025）
▶273団体（2024）
▶10法人（2024）

日本の少子化は、これまでの予測を超えるスピードで進んでいる。

2040年の推計大学進学者数は、約46万人＊1。７年前の予測＊2から５万人減少した。

状況の深刻化を受けて2025年２月に中教審から出された「知の総和答申」では、

国公私いずれの設置区分に対しても「規模の適正化」を要請している。

「定員縮小による収入減」と「教育の質保証」のバランスを取りつつ、

地域内に高等教育の機会を残す役目をも果たさなければいけない。

多くの大学にとって、前例のないかじ取りが求められる時代が到来している。

※色文字は教育に関わる取り組み、（ ）内の数字は年度

高
等
教
育
を

取
り
巻
く
変
化

社
会
を

取
り
巻
く
変
化

▶「教学マネジメント指針」に、APに基づく入試の実施を追補
▶大学・高専機能強化支援事業開始

▶履修証明プログラム開設大学数、受講者数は、2018年は
168大学、5,002人→2022年は207大学、9,314人

履修証明制度の最低時間数の短縮（120時間→60時間）、
履修証明プログラムに係る単位授与・修業年限の通算、
学修証明書の交付等ができるよう法令改正

▶大学設置基準の改正、補助金、設置認可申請等の算定基準
を入学定員から収容定員に改める等

▶履修証明プログラム開設大学数、受講者数は、2018年は
168大学、5,002人→2022年は207大学、9,314人

～質・規模・アクセスのバランスと経営
日本の少子化は、これまでの予測を超えるスピードで進んでいる。

～質・規模・アクセスのバランスと経営～質・規模・アクセスのバランスと経営～質・規模・アクセスのバランスと経営～質・規模・アクセスのバランスと経営
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ジ
を
見
て
い
こ
う
。「
質
の
向
上
」
に

関
し
て
は
、
学
修
者
本
位
の
教
育
を
さ

ら
に
推
進
【
図
表
５
】。
教
育
の
質
を

定
性
・
定
量
的
に
評
価
す
る
新
た
な
認

証
評
価
の
し
く
み
、
大
学
間
比
較
が
可

能
な
新
た
な
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
の
構
築
な
ど
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

　「規
模
の
適
正
化
」に
よ
っ
て
、大
学
・

学
部
の
新
規
設
置
は
よ
り
厳
し
く
な
る

【
図
表
６
】。
設
置
後
も
、
定
員
未
充
足

な
ど
の
計
画
不
履
行
が
あ
れ
ば
私
学
助

成
の
減
額
・
不
交
付
等
の
ペ
ナ
ル
テ
ィ

が
課
さ
れ
る
。
併
せ
て
、
定
員
縮
小
へ

の
忌
避
感
緩
和
策
と
し
て
、
定
員
を
一

時
的
に
減
ら
し
、
経
営
が
回
復
し
た
ら

戻
せ
る
し
く
み
を
検
討
。
縮
小
や
撤
退

の
判
断
を
促
す
指
導
は
強
化
さ
れ
る
。

　「ア
ク
セ
ス
の
確
保
」
に
向
け
て
は
、

原
則
、地
域
内
の
大
学
が
参
画
す
る「
地

域
構
想
推
進
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
仮

称
）」
を
各
地
に
形
成
、
自
治
体
や
企

業
と
共
に
、
地
域
や
大
学
の
あ
り
方
を

話
し
合
う
形
を
想
定
【
図
表
７
】。
組

織
間
連
携
を
推
進
す
る
し
く
み
と
し
て

「
地
域
研
究
教
育
連
携
推
進
機
構
（
仮

称
）」
も
導
入
す
る
。
さ
ら
に
、
こ
れ

ら
を
支
援
す
る
司
令
塔
組
織
「
地
域
大

学
振
興
室
」が
文
科
省
に
設
置
さ
れ
た
。

　定
員
の
増
減
は
、
特
に
私
立
大
学
に

と
っ
て
は
経
営
の
核
心
だ
。
新
制
度
も

活
用
し
な
が
ら
、
定
員
と
教
育
の
質
の

良
好
な
バ
ラ
ン
ス
を
取
れ
る
か
否
か

が
、今
後
の
大
学
の
存
続
を
左
右
す
る
。
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　答
申
で
は
、〝
政
策
の
目
的
〞
と
し

て「
質
の
向
上
」「
規
模
の
適
正
化
」「
ア

ク
セ
ス
の
確
保
」
の
３
つ
の
柱
が
示
さ

れ
た
【
図
表
２
】。
文
科
省
は
２
０
２

５
年
夏
頃
、
こ
れ
ら
の
実
現
に
向
け
た

10
年
程
度
の
工
程
を
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

と
し
て
示
す
と
い
う
。

　設
置
者
別
の
役
割
も
定
義
さ
れ
た
。

「
規
模
の
適
正
化
」に
つ
い
て
は
共
通
し

て
言
及
さ
れ
て
お
り
、国
立
に
は「
学
部

定
員
の
大
学
院
へ
の
シ
フ
ト
」「
連
携
、

再
編・統
合
の
検
討
」が
促
さ
れ
て
い
る
。

私
立
に
は
、
教
育
・
経
営
改
革
な
ど
の

機
能
強
化
と
共
に
、
規
模
適
正
化
推
進

と
し
て
、「
設
置
認
可
厳
格
化
、
再
編
・

統
合
、
縮
小
、
撤
退
」
が
示
さ
れ
た
。

　国
立
大
学
に
つ
い
て
は
、     ＊1

　
検
討
会

で
本
答
申
に
基
づ
く
今
後
の
方
向
性
が

示
さ
れ
た【
図
表
３
】。学
部
定
員
の
見

直
し
、
地
域
の
ハ
ブ
と
し
て
の
公
私
立

大
学
と
の
連
携
、
運
営
費
交
付
金
や
学

費
等
の
議
論
を
進
め
、
２
０
２
５
年
夏

に
結
論
を
出
す
予
定
と
言
う
。
私
立
大

学
に
つ
い
て
も
、
今
後
の
在
り
方
を
検

討
す
る 

    ＊2

　
会
議
体
が
中
教
審
に
設
置
さ

れ
た【
図
表
４
】。地
域
の
人
材
育
成
や

少
子
化
時
代
の
大
学
経
営
な
ど
、
答
申

で
定
義
さ
れ
た
役
割
の
果
た
し
方
に
つ

い
て
す
で
に
審
議
が
始
ま
っ
て
い
る
。

　３
つ
の
柱
に
基
づ
く
施
策
の
イ
メ
ー

私
立
大
学
の
今
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【図表2】我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）概要整理

【図表3】国立大学の動き～社会が大きな転換期を迎える中での
国立大学法人等の機能強化に向けた今後の対応策についての方向性

【図表4】私立大学に向けた国の動き～2040年を
見据えて社会とともに歩む私立大学の在り方検討会議の設置

＊文部科学省「我が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）」概要を基にBetween編集部にてまとめ。色文字は文科省によるもの

＊文部科学省「我が国の『知の総和』向上の未来像
～高等教育システムの再構築～（答申）」要旨＜参考１＞をBetween編集部にて加工

※色文字は文科省によるもの
＊文部科学省「【概要】国立大学法人等の機能強化に向けての論点整理」（2025年１月）
（国立大学法人等の機能強化に向けた検討会）

※色文字は、高等教育の在り方に関する特別部会、大学分科会委員、◎は座長
＊文部科学省公表情報を基にBetween編集部にてまとめ

１．今後の高等教育
   の目指すべき姿

２．今後の高等教育
   政策の方向性と
   具体的方策

３．機関別・設置者別
   の役割や連携の
   在り方

４．高等教育改革を
   支える支援方策
   の在り方

趣旨

検討事項

実施期間

委員

高等教育が目指す姿　

高等教育政策の目的

重視すべき観点

国立

公立

私立

教育研究の「質」の更なる高度化 高等教育全体の「規模」の適正化 高等教育への「アクセス」確保

我が国の「知の総和」の向上　目指す未来像の実現のためには、「知の総和」（数×能力）を向上することが必須

質の向上／規模の適正化／アクセスの確保　

①教育研究の観点（文理横断・融合教育等）　②学生への支援の観点　③機関の運営の観点　
④社会の中における機関の観点（地方創生） 

上記１～４をふまえた、制度改革や財政支援の取組や今後10年程度の工程を示した政策パッケージを策定し、
具体的方策の実行に速やかに着手

❶学修者本位の教育の更なる推進
□出口における質保証（厳格な成績評価・
卒業認定）
□教育の質を評価する新たな評価制度へ
移行等
❷多様な学生の受入れ促進
□留学生の定員管理見直し、技術流出防
止対策の徹底
□通信教育の制度改善 等
❸大学院教育の改革
□学士・修士５年一貫教育の大幅拡充 等
❹研究力の強化
□業務負担軽減等
❺情報公表の推進
□大学間比較できる新たなデータプラットフォー
ム（Univ-map（ユニマップ）（仮称））を新構築

❶高等教育機関の機能強化
□意欲的な改革への支援（規模縮小しつ
つ、質向上、大学院へのシフトに取り組む大
学等への支援）
□連携推進（大学間連携をより緊密に行う
ための仕組み導入）
❷高等教育機関全体の規模の適正化の推進
□厳格な設置認可審査（要件厳格化、履行
が不十分な場合の私学助成減額・不交付）
□再編・統合の推進（定員未充足や財務状況
が厳しい大学等を統合した場合のペナルティ措
置緩和、再編・統合等を行う大学等への支援）
□縮小への支援（一時的な減定員を容易に
する仕組み創設）
□撤退への支援（卒業生の学籍情報の管
理方策構築）

❶地理的観点からのアクセス確保
□地域構想推進プラットフォーム（仮称）（ア
クセス確保策・地域の人材育成について議
論を行う協議体）の構築
□地域にとって真に必要な一定の質が担保
された高等教育機関への支援
□地域研究教育連携推進機構（仮称）（大
学等連携をより緊密に行うための仕組み）の
導入
□地方創生の推進（国内留学、サテライト
キャンパス等）
❷社会経済的観点からのアクセス確保
□経済的支援の充実（高等教育の修学支
援新制度等の着実な実施、企業等の代理
返還の推進）
□高等教育機関入学前からの取組促進

①高等教育の価値を問い直し、②教育研究の高度化や情報公表により社会の信頼を高め、③高等教育機関の必要コストを算出し、④公財
政支援、社会からの投資等、個人・保護者負担について持続可能な発展に資するような規模・仕組みを確保する。
短期的取組：公財政支援の充実／社会からの支援強化／個人・保護者負担の見直し
中長期的取組：教育コストの明確化・負担の仕組みの見直し／高等教育への大胆な投資を進めるための新たな財源の確保  

❶国立大学法人等の役割と機能強化の方向性
□機能強化に向けた具体の方策及びスケジュール等を検討するにあたっては、本論点整理に
掲げる課題等について、各法人と文部科学省で議論を深掘り。

□各法人のミッションに応じた機能強化に向け、学部定員の見直しを含む、教育・研究組織及
び規模（修士、博士課程の定員、外国人留学生など）の見直し。
□リソースの補完や強みを強化する観点からの連携、再編・統合について、ステークホルダー
の状況も踏まえた、法人と文部科学省の対話の実施。
□機能強化の方向性に沿った組織内部のガバナンスという考え方に関する法的観点からの整理の実施。

「知の総和答申」の方向性に基づき、私立大学を取り巻く
環境の変化を見据えながら、私立大学の振興に向けて、私
立大学に期待される役割を明確化し、その役割を果たして
いくための具体的な方策等に焦点を当てて検討する

（１）地域の人材育成に向けた私立大学の役割や関係者と
の協働の在り方等具体的な方策

（2）国際競争力の強化に向けた私立大学の役割や関係者
との協働の在り方等具体的な方策

（３）急激な少子化を見据えた大学経営の在り方
（４）私立大学における教育・研究の質の向上について　等

大学関係者：石川正俊東京理科大学学長／伊藤公平慶應義塾長
／大野博之国際学院埼玉短期大学理事長・学長／大森昭生共愛
学園前橋国際大学学長／田村秀長野県立大学グローバルマネジメ
ント学部教授／鶴衛学校法人鶴学園理事長・総長／中村和彦国
立大学法人山梨大学学長／両角亜希子東京大学大学院教育学
研究科教授／福原紀彦日本私立学校振興・共済事業団理事長
企業関係者：◎小路明善アサヒグループホールディングス（株）取締
役会長／日色保日本マクドナルド（株）代表取締役会長／平子裕志
ＡＮＡホールディングス（株）特別顧問／村瀬幸雄岐阜県商工会議
所連合会会長、（株）十六フィナンシャルグループ取締役会長
自治体関係者：阿部守一長野県知事／尾花正啓和歌山市長
その他：角田雄彦弁護士、上智大学大学院法学研究科教授

□地方における知の拠点としての役割を踏まえた学部定員の在り方の議論。
□地域の高等教育のハブとしての公私立大学との連携や大学共同利用機関との連携。

□国立大学附属病院に求められる機能とそれに応じた組織の在り方の検討。
□附属学校等に求められる役割を果たす上での、必要な見直し。

□各法人のミッションを踏まえた機能強化を効果的に支援するための第５期中期目標期間に向けた運営費
交付金の配分の在り方（物価や人件費が恒常的に上昇する中での運営費交付金の在り方含む）の検討。
□法人、国、ステークホルダー（学生、保護者や企業等）間での教育研究コストの適切な負担
についての議論。
□大学支援策における機能強化に向けたシステム改革の包含と、支援終了後の継続性等の検討。
□高等教育全体に必要な投資を高めるための他省庁や民間企業と共に取り組む新たな政策
軸についての議論。

❷機能強化の方向性に沿った規模とガバナンスの在り方

❸地方に所在する国立大学法人等が果たす役割と国からの支援の在り方

❹国立大学法人等に附属する組織の在り方

❺機能強化の方向性に沿った財政支援とコスト負担の在り方

2025年２月21日から2026年３月31日まで

学部定員規模の適正化（修士・博士への資源の重点化等）、連携、再編・統合検討、地域のけん引役

定員規模の適正化（見直しも含めた地域との継続的対話、安易な公立化の回避）

教育・経営改革や連携を通じた機能強化／規模適正化の推進（設置認可厳格化、再編・統合、縮小、撤退）

【図表5】「質の向上」に向けた制度見直しイメージ
～「新たな評価制度への移行・データベース構築」（イメージ） 

【図表6】高等教育機関全体の「規模の適正化」に
向けた方策（イメージ） 

内部質保証

第三者評価
（認証評価）

社会への
アカウンタ
ビリティ

事務手続き

大学内での質改善に向け
た組織的な活動の実施地域連携

プラット
フォーム
複数の大学
等が地域関
係者と恒常
的に対話し、
連携を行うた
めの取組

大学等連携
推進法人
連携開設科目
中心の取組

地域構想推進プラットフォーム（仮称）
▶地域の将来ビジョンや大学等の研究・教育の構想・推進
策を地域全体で情報共有・共通認識
▶大学等、地方公共団体、産業界等の地域関係者が一体と
なって、国と連携しながら地域のアクセス確保等の取組を支援

地域研究教育連携推進機構（仮称）
▶連携開設科目の開設に加え、地域構想推進プラットフォー
ム（仮称）等での議論を踏まえ、地域のアクセス確保・人材育
成のための研究・教育の連携※に取り組むことを推奨
※入試、多様な学生受入れ支援、キャリア支援等の業務、大学関係施設
の共同管理・運営、事務システムの共同化、共同調達などが想定。また、そ
のために必要な支援策についても検討

▶「地域大学振興室」の新設：地域ごとの高等教育へのアク
セス確保を図るための司令塔機能の強化
▶関係省庁や地域の産官学金等関係者と連携した、地域の高
等教育へのアクセス確保・人材育成や地方創生の取組の推進

・大学自らの情報公表
・大学ポートレートによる各
大学ごとの教育情報の公
表（各大学間の比較不可）
・認証評価機関における認
証評価結果の公表

対象：機関別評価
結果：大学評価基準への
適合状況を評価（適合・不
適合）

新たな第三者評価への連動・活用を通じて
内部質保証制度の更なる実質化を図る

対象：学部・研究科等
結果：教育の質を数段階で示す
・定性的評価
・教育情報データベースを活用した定量的評価

・大学自らの情報公表の充実
・国民が分かりやすい評価結果の公表
・新たな評価におけるデータベースと連携し
た新たなデータプラットフォームの構築（各
大学間の比較可能）
⇒学修者や進学希望者が各大学の教育力
を把握できるような情報を公表
・全国学生調査の結果のフィードバック

＊文部科学省「我が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）」要旨
＜参考２＞をBetween編集部にて加工

＊文部科学省「我が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）」要旨
＜参考３＞をBetween編集部にて加工

プロセス

設置認可

設置計画
履行期間

完成
年度後

具体的な方策案

新たな評価制度における教育の質の評価と情報公表／縮小支援、撤退支援
▶一時的な定員減の仕組みの構築 ▶経営指導の基準となる指標の見直し
▶規模縮小や撤退に係る指導の強化、経営改善計画の策定義務付け等

【図表7】地域の高等教育への「アクセスの確保」を
図るための仕組み（イメージ） 

負担軽減を実施

地域のアクセス確保・
人材育成等の在り方・

取組を議論

地方
公共団体

地域に
おける
協議体

地域に
おける
大学等間
の連携
枠組み

文科省内
の取組

大学 短大
高専等

県 市町村
担当部署

産業界
金融機関

労・言等
地域関係者

コーディネーター配置

大学間連携
推進パターン

地域アクセス確保に資する
共同での教育研究・組織運営
例：多様な学生の受入れ
支援、共同調達等

産官学連携
推進パターン

左記に加え、地方創生に
資する産官学連携の

取組実施

設置計画不履行に対する措置
▶設置計画の不履行（設置後、一度も定員充足率が一定の割合に満たない
場合など）に対する私学助成の減額・不交付措置等

厳格な設置認可審査への転換
▶教員の配置基準等の改善 ▶財産保有や経営状況等の要件の厳格化
▶リスクシナリオ等に関する審査の在り方、審査プロセス等の抜本的見直し等

産業界・
金融機関等

コーディネーター
配置

コーディネーター
配置

Ｂ大学 Ｃ短大

支援

支
援

国

国

見直しイメージ現行の仕組み

特集  「定員」と「教育」

Ａ大学 Ａ大学 Ｂ大学

従来 今後

＊１ 国立大学法人等の機能強化に向けた検討会
＊２ 2040年を見据えて社会とともに歩む私立大学の在り方検討会議
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